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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第23期

第１四半期
累計期間

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

売上高 (百万円) 6,053

経常利益 (百万円) 832

四半期純利益 (百万円) 575

持分法を適用した場合の投資利益 (百万円) －

資本金 (百万円) 279

発行済株式総数 (株) 20,448,800

純資産額 (百万円) 2,388

総資産額 (百万円) 21,090

１株当たり四半期純利益 (円) 31.30

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) ―

１株当たり配当額 (円) ―

自己資本比率 (％) 11.30

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当新規上場申請のための四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に

関する事項のうち、経営者が財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があ

ると認識している主要なリスクの発生または新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下「経営成績等」という。)の状況の概要並びに経営者の

視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりであります。なお、文中の将

来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）経営成績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化や、インフレ・エネル

ギー価格の上昇・金利上昇圧力の高まり・金融資本市場の変動等により依然として先行きが不透明な状況が続

いております。

当社を取り巻く家賃債務保証業界におきましては、賃貸物件数の積み上げによる借り手の利便性の高まり、

単身世帯数（特に高齢者）の増加による借家希望層の増加により住居用家賃債務保証市場規模は緩やかに増加

すると考えられるものの、賃借人、不動産会社等及び賃貸人による家賃債務保証事業者の選別が進み、大手事

業者による寡占化が進むものと推測されます。一方、事業用家賃債務保証市場は、アフターコロナを見据えて

店舗・事務所の需要が回復基調にあり、今後も伸長すると考えられます。

このような環境の下、当社は、2022年７月より従来の「店舗・事務所プラン」から保証限度額を拡大し、更

に充実した保証内容となる「Z-Business NEO」の販売を開始し、拡販に注力してまいりました。加えて株式会

社日本信用情報機構（JICC）の信用情報データを活用した審査基準の改善等を進めて信用コストの削減に努め

てまいりました。

また、当社は企業理念「QUALITY FOR THE FUTURE 新たな価値へ、新たな未来へ」を実践するべく、2022年10

月に中期経営計画（22期～24期）を策定し、2023年２月には計画期間を25期まで期間延長いたしました。

＜中期経営計画（22期～25期）＞

全社方針：３年後、目指すべき姿「先進性を追求し、変革する未来を乗り越え続けるリーディングカンパニ

ー」

事業戦略：

　 １．【最重点戦略】高収益体質への変革

　 ２．家賃債務保証ビジネスの更なる拡大

　 ３．新たなビジネスモデルの実践

　 ４．DXによる強固な基盤構築

　 ５．ステークホルダーに対する満足度の向上

　これらの結果、当第１四半期累計期間の売上高は6,053百万円、営業利益は847百万円、経常利益は832百万

円、四半期純利益は575百万円となりました。
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(2）財政状態の状況

（資産）

当第１四半期会計期間末における総資産は21,090百万円となり、前事業年度末に比べ664百万円増加いたしまし

た。これは主に、求償債権が597百万円、家賃立替金が226百万円、現金及び預金が1,254百万円それぞれ増加し、

一方で貸倒引当金が661百万円増加したことによるものであります。

（負債）

当第１四半期会計期間末における負債総額は、18,701百万円となり、前事業年度末に比べ270百万円減少いたし

ました。これは主に、リース債務が223百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産は、2,388百万円となり、前事業年度末に比べ935百万円増加いたしま

した。これは、四半期純利益などにより利益剰余金が575百万円、新株予約権の行使などにより資本金及び資本剰

余金がそれぞれ180百万円増加したことによるものであります。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はあ

りません。

(4）経営方針・経営戦略及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第1四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断

するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第1四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に関する重要な変更はあ

りません。

(6）研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 75,000,000

計 75,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年９月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,448,800 20,448,800 非上場
単元株式数は100株でありま
す。

計 20,448,800 20,448,800 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年４月１日～

2023年６月30日 (注)
普通株式
1,000,000

普通株式
20,448,800

180 279 180 180

(注)新株予約権の行使による増加であります。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― 　 ―

議決権制限株式(その他) ― ― 　 ―

完全議決権株式(自己株式等) 　普通株式 1,105,800 ― 　 ―

完全議決権株式(その他) 普通株式
　

19,342,800 193,428

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら制限のない当
社における標準となる株式
であります。なお、単元株
式数は100株であります。
(注)１

単元未満株式 普通株式 200 ― ―

発行済株式総数 20,448,800 ― ―

総株主の議決権 ― 193,428 ―

(注) １．2023年６月29日開催の定時株主総会決議で定款変更が決議され、同日付で単元株式数を100株とする単元株

制度を採用しております。

２．「単元未満株式」の株式数には、当社所有の自己株式84株が含まれております。

② 【自己株式等】

2023年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
全保連株式会社

沖縄県那覇市
字天久905番地

1,105,800 ― 1,105,800 5.41

計 ― 1,105,800 ― 1,105,800 5.41

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

(1) 当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第210条第６項の規定に基づき、第１四半期会計期間

（2023年4月1日から2023年6月30日まで）及び第１四半期累計期間（2023年4月1日から2023年6月30日まで）の四

半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応できるよう体制を整備するため、財務・会計の専門書の

購読、外部研修の受講等を行っており、財務諸表等の適正性の確保に努めております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,120

未収入金 2,535

求償債権 5,807

家賃立替金 1,477

貯蔵品 30

その他 2,574

貸倒引当金 △3,399

流動資産合計 14,148

固定資産

有形固定資産 613

無形固定資産 2,292

投資その他の資産

　繰延税金資産 3,586

　その他 449

　投資その他の資産合計 4,035

　固定資産合計 6,942

資産合計 21,090
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(単位：百万円)

当第１四半期会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 2,998

1年内返済予定の長期借入金 233

保証履行損失引当金 1,154

賞与引当金 91

前受金 10,862

リース債務 802

その他 1,352

流動負債合計 17,495

固定負債

長期借入金 233

リース債務 885

資産除去債務 86

固定負債合計 1,205

負債合計 18,701

純資産の部

株主資本

資本金 279

資本剰余金 2,629

利益剰余金 111

自己株式 △635

株主資本合計 2,384

新株予約権 4

純資産合計 2,388

負債純資産合計 21,090
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(2) 【四半期損益計算書】

第１四半期累計期間

(単位：百万円)

当第１四半期累計期間

(自 2023年４月１日

　至 2023年６月30日)

売上高 6,053

売上原価 1,633

売上総利益 4,420

販売費及び一般管理費 3,572

営業利益 847

営業外収益

受取利息 0

償却債権取立益 1

その他 0

営業外収益合計 2

営業外費用

支払利息 16

その他 0

営業外費用合計 　17

経常利益 832

税引前四半期純利益 832

法人税等 257

四半期純利益 575
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用の計算

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(四半期貸借対照表関係)

偶発債務

家賃債務保証に係る潜在的な保証債務残高は次のとおりであります。

当第１四半期会計期間
（2023年６月30日）

家賃債務保証に係る潜在的な保証債務残高 （注）１ 124,572百万円

(注)１．賃借人の支払家賃等に対して債務保証を行っており、月額を記載しております。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年 4月 1日
至 2023年 6月30日)

減価償却費 269百万円
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(株主資本等関係)

1.配当金支払額

　該当事項はありません。

2.基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

3.株主資本の著しい変動

　当社が2021年３月30日に発行した第３回新株予約権の一部について、2023年６月27日に権利行使されておりま

す。当該新株予約権の権利行使の概要は以下のとおりであります。

１．行使された新株予約権の数

1,000,000個

２．発行した株式の種類及び数

普通株式 1,000,000株

３．増加した資本金の額

180百万円

４．増加した資本準備金の額

180百万円

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、家賃債務保証事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

当第１四半期累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社の家賃債務保証にかかる保証料収入は「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号

2019年７月４日）等に従って売上を計上しているため「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第

29号 2020年３月31日）等を適用しておりません。

その他、手数料収入については、保証事務及び収納代行にかかる手数料であり、「収益認識に関する

会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しております。

売上高の内訳としての保証料収入と手数料収入は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

大区分 小区分
当第１四半期累計期間
（自2023年４月１日
　至2023年６月30日）

売上計上に際して
適用される会計基準

保証料収入

初回保証料 3,125

「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号
2019年７月４日）等

継続委託保証料 1,870

月額保証料 67

小計 5,063

手数料収入

保証事務手数料 556

「収益認識に関する会計基
準」（企業会計基準第29号
2020年３月31日）等

収納代行手数料 429

その他 4

小計 989

合計 6,053 -

　 （単位：百万円）

売上区分

合計保証事務手数

料

収納代行手

数料
その他

一時点で移転されるサ

ービス
556 429 4 989

一定の期間にわたり移

転されるサービス
- - - -

顧客との契約から生じ

る収益
556 429 4 989

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 556 429 4 989
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自2023年４月１日
至2023年６月30日)

１株当たり四半期純利益 31円30銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(百万円) 575

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 575

普通株式の期中平均株式数(株) 18,376,249

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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